
31 ふるさとワーキングホリデー 総務省
地域力創造グループ地域政策課

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する

地方への「ヒト・情報」の流れを新たに創出するため、移住にまで至らずとも地域に想いを寄せる人々に対し
て、当該地域と関わる機会を提供することを目的に、地方公共団体の取組である「ふるさとワーキングホリ
デー」の積極的な推進を図る。

趣旨
目的

都市部の若者などが、一定期間地域に滞在し、働いて収入を得ながら、地域住民との交流や学びの場などを通
して、地域での暮らしを丸ごと体感し、地域との関わりを深める機会を提供する地方公共団体の取組である
「ふるさとワーキングホリデー」について、参加者向けの説明会やポータルサイトの運用等の総合広報を実施
し、地方公共団体の取組を支援する。

事業
内容

30
令和３年度
当初予算
（百万円）

https://furusato-work.jp/事業URL

特別交付税措置（上限額は下図参照）補助率都道府県、市町村、参加者事業実施主体
（対象者）

地域力創造グループ地域政策課 03-5253-5523問合せ先
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32 地域おこし協力隊 総務省
地域力創造グループ地域自立応援課

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する

人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住・定着を図ると
ともに、地域力の維持・強化を図る。

趣旨
目的

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域
おこし協力隊員」として委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・
ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、
その地域への定住・定着を図る取組。
【特別交付税措置】
隊員の活動に要する経費、隊員の募集等に要する経費について特別交付税により支援。
※活動に要する経費：隊員1人あたり470万円（報償費等270万円）を上限
※起業・事業承継に要する経費：協力隊最終年次又は任期終了翌年の起業する者1人あたり100万円を上限（ただし、令和３年
度に限り、財政措置の対象期間を協力隊最終年次又は任期終了の日から２年以内とする）

※募集等に要する経費：1自治体あたり200万円を上限（おためし地域協力隊に要する経費については、１自治体あたり100万
円上限）

※地域おこし協力隊インターンに要する経費：１自治体あたり100万円を上限（プログラム作成等に要する経費）、１人・１
日あたり1.2万円を上限（活動に要する経費）

※任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費：措置率0.5

事業
内容

146
令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/02gyosei08_03000066.html事業URL

特別交付税措置（上記参照）補助率都道府県、市町村事業実施主体
（対象者）

地域力創造グループ地域自立応援課 03-5253-5394問合せ先
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33 移住・交流情報ガーデン

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する

地方移住希望者等へ、居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談を一元的に行う。趣旨
目的

地方への移住・交流関連の情報提供や相談支援の一元的な窓口となる「移住・交流情報ガーデン」を東京駅八
重洲口至近に常時開設し、一般的な移住相談に加え、厚労省や農水省と連携し、地方での就職や就農に関する
相談にも対応している。

事業
内容

93
令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/zenkokuijyu_ijyukouryu.html事業URL

―補助率総務省事業実施主体
（対象者）

地域力創造グループ地域自立応援課 03-5253-5392問合せ先

総務省
地域力創造グループ地域自立応援課
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34 関係人口創出・拡大事業 総務省
地域力創造グループ地域自立応援課

該当
事項

特性を生
かした営
農と所得
の確保 農村発イ

ノベー
ションに
に取り組

む

地域を維
持するた
めの将来
を話し合

う
定住条件
の整備や
生活イン
フラを確
保する

地域を支
える組織
体や人材
を確保す

る

地域の魅
力を発信
する

地域外の者が関係人口として、地域と継続的なつながりを持つ機会・きっかけの提供に取り組む地方公共団体
を支援する。

趣旨
目的

令和３年度は、過年度のモデル事業を通じて得られた知見の横展開を図るとともに、新たに地方財政措置を講
じることにより、関係人口の創出・拡大等に向けた取組の全国各地での実装化を図る。

事業
内容

37
令和３年度
当初予算
（百万円）

https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/事業URL

普通交付税措置補助率都道府県、市町村事業実施主体
（対象者）

地域力創造グループ地域自立応援課 03-5253-5391問合せ先
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